
 

構造改革特別区域計画 

 
１ 構造改革特別区域計画の作成の主体の名称 

  埼玉県 
 
２ 構造改革特別区域の名称 

  埼玉県サービス管理責任者の資格要件弾力化特区 
 
３ 構造改革特別区域の範囲 

  埼玉県の全域 
 
４ 構造改革特別区域の特性 

  埼玉県は関東平野の中央に位置する１都６県に囲まれた内陸県で、平成 22 
年４月１日現在の推計人口は 7,179,020 人である。県内の障害者手帳所持者 
数も平成 21 年度末で約 26 万人となっており、県人口の約 3.6％を占めている 
が、その割合は高まる傾向にある。 
 障害者に対する福祉サービスは、障害者自立支援法に基づき、市町村から 
支給決定を受けた範囲内で、利用者が事業者との「契約」により、サービス 
を利用する仕組みとなっている。障害者手帳所持者数の増加などにより、県 
内市町村の支給決定者数も増加しており、支給決定者数の増加に見合うサー 
ビス供給量の確保が必要となっている。 

  また、県では、障害者であっても地域で自立していける社会を目指し、平 
成 19 年 3 月に「埼玉県障害者支援計画」を策定したところである。その中で、 
障害者自立支援法における新体系への移行完了時（平成 23 年度）までに、障 
害者入所施設利用者の１割（522 人）以上が地域生活へ移行することを目標に 
掲げている。平成 21 年度末現在では 346 人が地域生活へ移行し、その達成率 
は約 66％である。計画は概ね順調に推移しているが、目標達成に当たっては、 
障害者の日常生活の場の確保や訪問系サービスの充実などが不可欠な状況に 
ある。 
 一方、サービス供給側の状況であるが、平成 18 年度に施行された障害者自 
立支援法により、これまでの身体障害、知的障害、精神障害といった障害種 
別ごとではなく、障害者の自立支援という観点に立って、障害福祉サービス 
の一元化が行われることとなった。このため、従来の個別法に基づき設置さ 
れた施設（旧法施設）については、平成 23 年度末までに障害者自立支援法に 
基づく障害福祉サービス事業所等に移行すること（新体系への移行）が義務 
付けられている。 
 こうした状況を受けて、旧法施設については、新体系への移行促進策とし 
て、障害者自立支援対策臨時特例交付金による特別対策事業などを実施して 
きたところである。しかし、平成 22 年 4 月 1 日現在の新体系事業所等への移 
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行率は 52.4％（229 施設中 120 施設。廃止した 2 施設は除いて算出）にとど 
まっている。未移行の施設からは、「旧法施設でぎりぎりまで様子を見たい」 
という意見の他、職員配置基準を満たせない、具体的にはサービス管理責任 
者の実務経験年数の要件を満たす職員の不在という意見も出されている。よ 
って、本県で平成 23 年度末までの新体系移行を実現するためには、サービス 
管理責任者の確保が１つの課題となっている。 
 なお、旧法施設が障害者自立支援法に基づく事業所・施設へ移行できない 
場合は、障害者自立支援法に基づく指定を受けられないことから、平成 24 年 
度以降、事業所・施設は契約によるサービス提供ができなくなる。このため、 
その運営に大きな影響が出るだけでなく、障害者にとっても選択できるサー 
ビスが減少する、契約による利用ができなくなるなどの影響が生じることと 
なる。 
また、県内には多くの小規模作業所が存在しており、これらの施設の新体 

系移行も障害福祉サービスの充実のために必要である。小規模作業所は障害 
者の親などが運営している場合が多く、規模も小さい。このため、事業の安 
定的な運営を図る観点から、障害者自立支援対策臨時特例交付金による特別 
対策事業などを活用し、新体系への移行を進めてきたところであるが、平成 
22 年 4 月 1 日現在、新体系への移行率は約 50％となっている。小規模作業所 
からは、新体系への移行は設備や運営に関する問題だけでなく、旧法施設と 
同様にサービス管理責任者の確保も課題であるとの意見が出されている。 

  こうしたことから、県内に居住する障害者に必要な障害福祉サービスを提 
供するためには、障害者自立支援法に基づくサービス管理責任者を確保でき 
る体制・制度づくりが必要となっている。 

 
 
５ 構造改革特別区域計画の意義 

  障害者が地域で安心して暮らせるようにするためには、地域生活を支える 
障害福祉サービスや施設の整備が不可欠であり、これらに取り組む事業者や 
施設をどのように増やしていくかが重要となってくる。 

  その方法の１つが、現在障害福祉サービスを提供している施設・事業者に 
継続して事業を実施してもらうことである。そこで、旧法施設や小規模作業 
所など、既存の事業者・施設が引き続きサービスを提供できるよう、課題と 
なっているサービス管理責任者の実務経験年数の要件を一定の条件の下に緩 
和し、新体系への移行を促進しようとするものである。これにより、旧法施 
設に課されている新体系への移行を確実なものとなるだけでなく、障害福祉 
サービスの供給量が維持・増加が図られると考えている。 
 もう１つの方法としては、新規の事業者を増やすことである。少子高齢化 
が進行する中で、介護関連産業は非常にニーズの高い分野、成長が期待され 
る分野と考えられている。介護関連産業の 1 つである、障害福祉サービスに 
ついても同様であるが、その需要を満たすサービス量を確保するためには、 
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民間事業者による新規参入が欠かせない。このため、特区計画の実現により、 
民間事業者の障害福祉サービス分野への新規参入増や障害福祉サービスの充 
実が期待できる。 

 
 
６ 構造改革特別区域計画の目標 

障害者自立支援法に基づく障害福祉サービス事業等に配置が義務付けられ 
ているサービス管理責任者の資格要件を緩和することにより、旧法施設や小 
規模作業所の新体系移行を促進するとともに、障害福祉サービスを新たに始 
めようとする事業者を増やすことにより、障害者及び障害児がその有する能 
力及び適性に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう 
な体制づくりを推進し、「埼玉県障害者支援計画」における新体系への移行数、

地域生活への移行数の目標値の達成を図る。 
  上記目標の達成に向けては、同計画を基に、障害のある人もない人も分け

隔てられることなく共に生活する「共生社会の実現」を目指して、障害者施

策の一層の推進を図る。 

具体的には、障害者が地域の中で自立した生活を送れるようにするため、

障害福祉サービスを中心に数値目標を設定し、訪問系サービスの充実、住ま

いの場や日中活動の場の確保・充実などに取り組み、本人が主体的にサービ

ス等を選択できる地域生活支援体制の構築を目指すこととしている。  

   

 

７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効 

果 

  障害福祉サービス事業所等のサービス管理責任者の実務経験年数要件を緩 

和することにより、旧法施設や小規模作業所の新体系への移行が図れるとと 

もに、新たに障害福祉サービスを行う事業所の増加が見込まれる。これによ 

り、次のような効果も期待できる。 

 

（１）障害福祉サービスの量的な充実 

「埼玉県障害者支援計画」で数値目標を設定した障害福祉サービスの 

量的な確保の達成が図られることになる。これにより、障害者が地域の 

中で自立した生活を送れるような環境整備が進むと考えられる。 

 

 （２）障害福祉サービスの質の向上 

障害福祉サービス事業を行う事業者が増えることにより、障害者が事 

業者を選択し、必要なサービス提供を受けられる環境整備が進むと考え 

られる。同時に、障害福祉サービス事業者においては、障害者に選択さ 

れる事業所運営やサービス提供を目指して必要な見直し・改善が求めら 

れると考えている。このため、障害福祉サービス事業を行う事業所の増 
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加は、結果的には、障害福祉サービスの質の向上につながると期待して 

いる。 

 

 （３）雇用機会の創出 
    障害福祉サービス事業を新たに始める事業者の増加は、地域の雇用創 

出につながることから、地域社会、地域経済及び地域雇用への波及効果 
があると考えられる。 

 
 
８ 特定事業の名称 

  ９３８ サービス管理責任者の資格要件弾力化事業 
 
 
９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定事 

業に関連する事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共団体 

が必要と認める事項 
 
 （１）サービス管理責任者研修事業 
    サービス管理責任者研修は、障害者自立支援法の適切かつ円滑な運営 

に資するため、サービスの質の確保に必要な知識、技能を有するサービ 

ス管理責任者を養成するものである。 

 今後とも継続的に実施するとともに、その内容の充実を図り、着実に

サービス管理責任者を養成していく。 

  
（２）相談支援従事者初任者研修事業 

    相談支援従事者の研修は、障害者のニーズに基づく地域生活を実現す 
るために必要なサービスの、総合的かつ適切な利用支援を行う相談支援 
従事者を養成するものである。このうち、初任者研修については、相談 
支援の業務を行うために必要な知識及び技術の修得を目標としている。 
 障害福祉サービス事業の従事者や障害者支援施設等の従業者などで、 
この初任者研修を修了した者については、サービス管理責任者に就任す 
るために必要となる実務経験年数が５年となる。 
 上記の研修と併せて継続的に実施していき、サービス管理責任者の確

保を推進する。 
 
（３）フォローアップ研修事業 
   本特定事業における基準でサービス管理責任者となった者に対し、適

切なサービス提供、業務遂行能力の確保、向上のために、フォローアッ

プのための研修を行い、質の確保を図っていく。 
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参考資料 
 
１ 県内の人口及び障害者手帳所持者数の推移 

 H12 H17 H21 
県人口（人）  (A) 6,938,006 7,054,243 7,179,020 
身体障害者・療育・精神障害者 
保健福祉手帳所持者数計(人) 

 (B) 
187,562 229,235

 
260,005 

比率  (B)÷(A) 2.70% 3.25% 3.62% 
 ※県人口は「国勢調査（各年 10 月 1 日現在）」による。ただし、平成 21 年度、 

の県人口は、県統計課「埼玉県の推計人口」（平成 22 年 4 月 1 日現在）に 
よる。 

 ※手帳所持者数は各年度末現在。 
 
 
２ 地域生活への移行 

   人数（比率） 
計画（平成 23 年度末）  ５２２人 
平成 21 年度末の実績  ３４６人(66.3%）

 
 
３ 旧法施設の新体系への移行状況 

 移行率 
全国平均（平成 21 年 10 月 1 日現在） 45.4% (3,163 施設／6,968 施設)
埼玉県 （平成 22 年  4 月 1 日現在） 52.4% ( 120 施設／ 229 施設)

  ※全国平均は、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課調べ 
 ※埼玉県の施設数には、廃止した２施設は含まれていない。 
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別紙 

 
１ 特定事業の名称 

   番号 ９３８ 
   名称 サービス管理責任者の資格要件弾力化事業 
 
 
２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 

   埼玉県内の事業所又は施設で障害福祉サービスを行う又は行おうとする 
社会福祉法人、特定非営利活動法人などの事業者 

 
 
３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日 

   構造改革特別区域計画の認定の日 
 
 
４ 特定事業の内容 

   埼玉県内で障害福祉サービスの提供を行う事業者（基準該当事業者を含 
む）に限り、サービス管理責任者の実務経験年数の要件を次のように取扱 
う。 

 
「指定障害福祉サービスの提供に係るサービス管理を行う者として厚生 

労働大臣が定めるもの等」（平成１８年厚生労働省告示第５４４号。以下「サ 
ービス管理責任者資格要件告示」という。）においてサービス管理責任者の 
実務経験年数の要件のうち、通算５年以上と規定されているものについて 
通算３年以上に、通算１０年以上と規定されているものについて通算５年 
以上にそれぞれ緩和する。 

  
 
５ 当該規制の特例措置の内容 

   障害者自立支援法に基づく障害福祉サービス事業等の指定等において、 
サービス管理責任者資格要件告示で定める要件を満たす者がなく、その確 
保も困難と認められる場合には、特例措置による基準を適用して要件の審 
査を行う。 
 なお、特例措置による基準により、サービス管理責任者となった者につ 
いては、サービス管理責任者を対象とした研修の受講を積極的に行うこと 
を条件とし、サービスの質の維持を図るものとする。 
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 ６ 関係市町村の意見 

   平成２２年９月１４日に県内６４市町村に文書を送付し、意見を聴取し 
た。 
（１）聴取した内容 
   埼玉県が県下全域を構造改革特別区域として、サービス管理責任者 

の資格要件弾力化事業を実施することについて 
 

（２）意見の概要 
   回答のあった市町村は、すべて、県が県下全域を構造改革特別区域 

として、サービス管理責任者の資格要件弾力化事業を実施することに 
賛同する意見であった。賛同した理由及び実施に当たっての要望は以 
下のとおりである。 
・新体系への移行が促進されるので実施してもらいたい。 

   ・新規事業者の参入が容易になるなど、サービスの充実が期待でき 
るので実施してもらいたい。 

・県下全域で行うのであれば、県内の事業所間の公平性が保たれる 
ので実施してもらいたい。 

・新体系移行を促進するためには必要と考えるが、実施に当たって 
は、サービス管理責任者研修などの充実を図り、サービスの低下 
につながらないようにしてもらいたい。 

   
（３）意見に対する対応 
   特例措置による基準により、サービス管理責任者の要件を満たすと 

判断された者を対象とした研修を実施することにより、経験の少ない 
サービス管理責任者でも適切なサービスが提供できるよう支援する。 

 


